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明 細 書

発明の名称 ：多室型熱処理装置

技術分野

[0001 ] 本発明は、多室型熱処理装置に関する。本願は、 2 0 1 0 年 7 月 2 曰に、

日本に出願された特願 2 0 0 - 5 5 6 3 号に基づき優先権を主張 し、

その内容をここに援用する。

背景技術

[0002] 従来から、被処理物である金属部品に対 して焼入れ等の処理を行う際に、

熱処理室を含む複数の処理室を有する多室型熱処理装置が用いられている （

特許文献 1参照）。

この多室型熱処理装置は、一般的に、処理室として、被処理物を加熱する

加熱室や、加熱室で加熱された被処理物を冷却する冷却室等を有 している。

先行技術文献

特許文献

[0003] 特許文献 1 ：曰本国特開平 1 1 — 1 5 3 3 8 6 号公報

発明の概要

発明が解決しょうとする課題

[0004] 従来から、被処理物の冷却方法としては、ガス冷却と油冷却が一般的に用

いられている。

ガス冷却は、被処理物に対 して冷却ガスを吹き付けることによって冷却す

る方法であり、冷却ガスの吹き付け量やその分布を容易に調節できるために

、冷却コントロール性に優れた方法である。

油冷却は、被処理物を冷却油に対 して浸漬することによって冷却する方法

であり、被処理物と冷却油との熱伝達効率が高いために、冷却効率が高い方

法である。

[0005] しかしながら、ガス冷却は、被処理物と冷却ガスとの熱伝達率が低いため

に、冷却効率が高くないという問題を有 している。また、油冷却は、被処理



物の全体が冷却油に浸漬されるために細かい冷却速度の調節が難 しいために

、冷却 コン トロール性が高 くないという問題 を有 している。

前述の理由のため、近年は、被処理物の冷却効率 と冷却 コン ト口一ル性 を

両立させるために、冷却室において液体粒子の潜熱によって被処理物の冷却

を行 う方法が提案されている。

[0006] 液体粒子の潜熱により被処理物 を冷却する場合には、冷却室に液体粒子を

充填あるいは噴出 し、被処理物 に対 して液体粒子を付着 させ、液体粒子が気

化する際の潜熱を被処理物か ら奪 う。その結果、被処理物が冷却される。

[0007] 上述の多室型熱処理装置において、液体粒子の潜熱によって被処理物 を冷

却する方法を採用する場合には、多室型熱処理装置が備える冷却室に、液体

粒子を充填あるいは嘖出する必要がある。

しか しなが ら、多室型熱処理装置において、冷却室に液体粒子を充填ある

いは噴出すると、当然なが ら、被処理物以外の冷却室の内壁等にも液体粒子

が付着する。その結果、被処理物以外に付着 した液体粒子は、被処理物 より

も付着領域の温度が低いために、気化せずに残存する。

[0008] 冷却室内に気化 しない液体粒子が残存すると、冷却室 と他の処理室 との間

で被処理物の受渡 しを行 う際に、液体粒子あるいは液体粒子が凝集 した液体

(すなわち冷却液）が他の処理室を汚染する。 したがって、処理室間の被処

理物の受渡 しに伴 って、多室型熱処理装置が備える全ての処理室が冷却液で

汚染される場合もある。

例えば、多室型熱処理装置が備える加熱室が冷却液で汚染された場合には

、加熱温度の低下に起因 して被処理物 に酸化膜が形成 され、被処理物が意図

せずに着色されることがある。

[0009] 本発明は、多室型熱処理装置において、冷却室以外の他の処理室が冷却液

で汚染されることを防止することを目的とする。

課題を解決するための手段

[001 0] 本発明は、上記課題 を解決するための手段 と して、以下の構成 を採用する



[001 1] 本発 明に係わ る多室型熱処理装置 は、熱処理室 を含む複数 の処理室 を備 え

る多室型熱処理装置であ って、液体粒子の潜熱 によ り被処理物 の冷却 を行 う

上記熱処理室である冷却室 と、上記冷却室 と異 なる他 の処理室 と、上記冷却

室の乾燥 を行 う乾燥装置 とを備 える。

[001 2] また、上記乾燥装置が、上記冷却室 内に熱風 を供給 する熱風供給装置 を備

えてもよい。

[001 3] また、上記乾燥装置が、上記被処理物 の冷却 に使用可能な冷却 ガスを上記

冷却室 内に送風 して乾燥 を行 う冷却 ガス供給装置 を備 えてもよい。

[0014] また、上記冷却室 内に上記液体粒子 を嘖霧するノズル と、前記 ノズル に液

体粒子 となる冷却液 を案 内するヘ ッダ管 とを備 え、上記冷却 ガス供給装置が

、上記 ノズル及び上記ヘ ッダ管 を通 じて、上記冷却 ガスを上記冷却室 内に送

風 してもよい。

[001 5] また、上記冷却室 と異 なる他 の処理室 と して、上記被処理物 の加熱処理 を

行 う加熱室 を備 えてもよい。

[001 6] また、上記冷却室 と異 なる他 の処理室 と して、上記加熱室 と上記冷却室 と

の間に配置 され る中間搬送室 を備 えてもよい。

[001 7] また、上記冷却室 と異 なる他 の処理室 と して、上記被処理物 に対するブラ

ズマ処理 を行 うプラズマ処理室 を備 えてもよい。

[001 8] また、上記 プラズマ処理室の内部 に固定配置 され ると共 に上記 プラズマ処

理室の内部 に上記被処理物 が運び込 まれた際 に上記被処理物 が載置 され る導

電性 トレ一 と当接 する電極 を備 えてもよい。

[001 9] また、接続 され る上記処理室同士が高 さ方向に配置 され、接続 された上記

処理室間で上記被処理物 の受渡 しを行 う昇降装置 を備 えてもよい。

[0020] また、上記熱風供給装置が、上記被処理物 が載置 された上記冷却室 内に熱

風 を供給 することで行 う焼戻 し処理 に使用可能であ つてもよい。

発明の効果

[0021 ] 本発 明によれば、乾燥装置 によって冷却室の乾燥 が行われ る。 したが って

、冷却室 と他 の処理室の間における被処理物 の受渡 しに先立 って冷却室の乾



燥を行うことによって、冷却室内に残存する冷却液 （液体粒子及び前記液体

粒子が凝集した液体を含む）が蒸発し、前記冷却液が他の処理室に流入する

ことを防止できる。

したがって、本発明によれば、多室型熱処理装置において、冷却室以外の

他の処理室が冷却液で汚染されることを防止することが可能となる。

図面の簡単な説明

[0022] [ 図1]本発明の一実施形態における多室型熱処理装置の概略構成を示す平面図

である。

[図2]図 1のA _ A線断面図である。

[図3]図 1のB _ B線断面図である。

[図4]本発明の一実施形態における多室型熱処理装置の機能プロック図である

[図5]本発明の一実施形態における多室型熱処理装置の変形例が備えるプラズ

マ処理室の断面図である。

発明を実施するための形態
[0023] 以下、図面を参照して、本発明に係る多室型熱処理装置の一実施形態につ

いて説明する。なお、以下の図面において、各部材を認識可能な大きさとす

るために、各部材の縮尺を適宜変更している。

[0024] 図 1は、本実施形態の多室型熱処理装置S の概略構成を示す平面図であ

る。図2 は、図 1のA —A線断面図である。図3 は、図 1のB —B線断面図

である。また、図4 は、本実施形態の多室型熱処理装置S 1の機能プロック

図である。なお、図 1〜図3 においては、図4 に示す構成要素の一部を省略

し、図4 においては、図 1〜図3 に示す構成要素の一部を省略している。図

3 においては、後述の冷却室 3 の図示を省略している。図 1及び図3 におい

ては、後述の上蓋 6 が閉じられた状態を示している。また、図2 においては

、後述の上蓋 6 が上昇している状態を示している。

[0025] 図 1及び図4 に示すように、本実施形態の多室型熱処理装置S は、金属

部品である被処理物X に対して焼入れ処理を行うための熱処理装置である。



多室型熱処理装置 S 1 は、中間搬送室 1 (処理室）と、加熱室 2 (処理室）

と、冷却室 3 (処理室）とを備えている。

[0026] 中間搬送室 1 は、加熱室 2 と冷却室 3 との間に配置されており、加熱室 2

と冷却室 3 との間において被処理物X を搬送するための部屋である。中間搬

送室 1 は、中央室 1 a と加熱用昇降室 1 b とを有 している。なお、中間搬送

室 1 は、被処理物X を搬送する処理を行う。すなわち、中間搬送室 1 は、本

発明の処理室の 1 つとして機能する。

[0027] 中央室 1 a は、図 1 に示すように、正八角形に形状が設定されており、本

実施形態の多室型熱処理装置 S にて処理される全ての被処理物X が通過す

る部屋である。

中央室 1 a は、 8 つの側壁 1 a 1 ~ 1 a 8 を備えている。側壁 1 a 1 ~ 1

a 8 のうちの 1 つである側壁 1 a には、本実施形態の多室型熱処理装置 S

1への出入口となる搬出入扉 4 が設けられている。被処理物X は、搬出入扉

4 を介 して中央室 1 a に搬入され、また、搬出入扉 4 を介 して中央室 1 a か

ら搬出される。

[0028] また、中央室 1 a は、図 1 に示すように側壁 1 a 2 ， 1 a 4 ，および 1 a

7 に対 して、加熱用昇降室 1 b が取付け可能に構成されている。また、中央

室 1 a は、側壁 1 a 3 ， 1 a 6 ，および 1 a 8 に対 してプッシュ装置 5 が取

付可能に構成されている。

本実施形態の多室型熱処理装置 S には、側壁 1 a 2 および 1 a 7 に対 し

て加熱用昇降室 1 b が取り付けられている。また、加熱用昇降室 1 b に対向

する側壁 1 a 3 および 1 a 6 に対 してプッシュ装置 5 が取り付けられている

プッシュ装置 5 は、被処理物X が載置される トレ一T を押すことにより、

中間搬送室 1 の内部に設置されたレールに沿って、被処理物X を水平方向前

方に押 し出して搬送する。

[0029] 中央室 1 a は、床部に対 して下方から冷却室 3 が取付け可能に構成されて

おり、床部の中央部が中央室 1 a (すなわち中間搬送室 1 ) から冷却室 3 へ



連通する開口が設けられている。 また、前記開口は、開閉可能な上蓋 6 によ

つて閉鎖可能 とされている。すなわち、中間搬送室 1 と冷却室 3 とは、上蓋

6 が閉鎖 されることによつて隔離 される。

中央室 1 a の内部 には、図 1 及び図 3 に示すように、上蓋 6 を昇降するた

めの上蓋昇降装置 7 が、 プッシュ装置 5 と干渉 しない位置に設置されている

。 また、上蓋 6 の上面には、図 2 及び図 3 に示すように、 トレ一 T を載置可

能な載置台 8 が設けられてお り、上蓋 6 が閉鎖 されている場合に中央室 1 a

に被処理物 X を収容可能に構成 されている。

[0030] 加熱用昇降室 1 b は、中間搬送室 1 か ら加熱室 2 にこれか ら搬入する被処

理物 X 、あるいは加熱室 2 か ら中間搬送室 1 に搬出された被処理物 X を収容

する部屋である。加熱用昇降室 1 b は、加熱室 2 の開閉可能な床部 と前記床

部上に設置される載置台 1 0 とを収容可能であ り、載置台 1 0 ごと被処理物

X を収容する。

図 2 に示すように、加熱用昇降室 1 b の下方には、被処理物 X を昇降する

昇降装置 9 が設置されている。被処理物 X は、が載置台 1 0 と共に、前記昇

降装置 9 によって被処理物 X が載置台 1 0 と共に加熱用昇降室 1 b 内を昇降

されて搬送される。

また、図 1 に示すように、加熱用昇降室 1 b の各々には、 プッシュ装置 5

が設けられてお り、 プッシュ装置 5 によって加熱用昇降室 1 b か ら中央室 1

a に被処理物 X を搬送可能 とされている。

[0031 ] 図 4 に示すように、中間搬送室 1 に対 しては、中間搬送室 1 の内部 に雰囲

気形成 ガスを供給するためのガス供給装置 1 1 が接続 されている。

ガス供給装置 1 1 は、雰囲気形成 ガスと して、窒素ガスを中間搬送室 1 に

供給する。 また、図 4 に示すように、 ガス供給装置 1 1 は、中間搬送室 1 に

加えて、冷却室 3 とも接続 され、冷却室 3 にも雰囲気形成 ガスを供給する。

さらに、図 4 に示すように、中間搬送室 1 に対 して、中間搬送室 1 の内部

を真空引きするための中間搬送室用真空ポンプ 1 2 が接続 されている。

[0032] 加熱室 2 は、被処理物 X の加熱処理 を行 う円筒形状の部屋であ り、各加熱



用昇降室 1 b の上方に設置されている。すなわち、本実施形態の多室型熱処

理装置 S 1 は、 2 つの加熱室 2 を備えている。なお、加熱室 2 は、被処理物

X に対 して加熱処理という処理 （熱処理）を行う本発明の熱処理室である。

すなわち加熱室 2 は、本発明における冷却室と異なる他の処理室に相当する

各加熱室 2 には、 ヒータ 1 3 が設置されており、 ヒータ 1 3 が発熱するこ

とによって被処理物X が加熱処理される。なお、 ヒータ 1 3 としては、ニッ

ケルクロム （N ί _ C r ) 、モリプデン （M o ) あるいは黒鉛を発熱体とす

る電熱ヒータや、高周波電力にて加熱を行うヒータ等を用いることができる

[0033] 図 4 に示すように、各加熱室 2 には、加熱室 2 の内部に雰囲気形成ガスを

供給するためのガス供給装置 1 4 が接続されている。

ガス供給装置 1 4 は、雰囲気形成ガスとして、例えば、窒素ガス及びァセ

チレンガスを加熱室 2 に供給する。

さらに、図4 に示すように、加熱室 2 には、加熱室 2 の内部を真空引きす

るための加熱室用真空ポンプ 1 5 が接続されている。

[0034] 冷却室 3 は、液体粒子であるミス トの潜熱により被処理物の冷却を行う熱

処理室であり、上述のように中間搬送室 1 の中央室 1 a の下方に接続されて

いる。

冷却室 3 の内部には、冷却室 3 内にミス トを嘖霧する複数のノズル 1 6 と

、複数のノズル 1 6 にミス トとなる冷却液を案内する複数のへッダ管 1 7 と

が設置されている。

[0035] 冷却室 3 には、図4 に示すように、冷却室 3 から冷却液を回収すると共に

、回収 した冷却液を再度冷却 してヘッダ管 1 7 に供給する冷却液回収供給装

置 1 8 が接続されている。

冷却液回収供給装置 1 8 は、図4 に示すように、冷却室 3 から回収 した冷

却液を貯留する冷却液タンク 1 8 a と、冷却液タンク 1 8 a に貯留された冷

却液をへッダ管 1 7 に圧送する冷却液ポンプ 1 8 b と、冷却液ポンプ 1 8 b



で圧送された冷却液を冷却する熱交換器 1 8 c とを備えている。

[0036] 本実施形態の多室型熱処理装置 S 1 では、冷却室 3 に、冷却室 3 の乾燥を

行うための熱風供給装置 1 9 (乾燥装置）が接続されている。

熱風供給装置 1 9 は、冷却室 3 内に熱風を供給することによって冷却室 3

内の乾燥を行う。

また、熱風供給装置 1 9 は、ヘッダ管 1 7 と接続されており、ヘッダ管 1

7 及びノズル 1 6 を通 じて熱風を冷却室 3 内に供給する。

なお、熱風供給装置 1 9 にて熱風とされるガスとしては、空気や窒素ガス

等の不活性ガスを用いることができる。

また、熱風の温度は、冷却室 3 で用いられる冷却液の種類、冷却室 3 の圧

力等にもよるが、冷却液が水である場合には、約 1 1 0 °C ~ 1 2 0 °Cが好ま

しい。前記温度範囲は、大気圧で水が蒸気化する （被処理物X から除去され

る）ことが可能な温度範囲であり、かつ、上蓋 6 や開口等に設けられるシ一

ル材への負担が軽減可能な温度範囲である。

[0037] 冷却室 3 には、図4 に示すように、冷却室 3 の内部を真空引きするための

冷却室用真空ポンプ2 0 が接続されている。

さらに、冷却室 3 には、冷却室 3 内に冷却ファン 2 1 が接続されている。

すなわち、冷却室 3 は、雰囲気形成ガスをガス供給装置 1 1 から冷却室 3 内

に供給 し、冷却室 3 内の雰囲気形成ガスを冷却ファン 2 を駆動 して熱交換

器 （熱交換器 1 8 c とは異なる熱交換器であり、図4 に図示せず）、ヘッダ

管 1 7 及びノズル 1 6 を介 して循環させることによって、被処理物X をガス

冷却することも可能に構成されている。

[0038] 本実施形態の多室型熱処理装置 S 1 では、ガス供給装置 1 1 は、被処理物

X の冷却に使用可能な冷却ガスを冷却室 3 内に送風することによって、冷却

室 3 内を乾燥できる。

すなわち、本実施形態の多室型熱処理装置 S 1 では、ガス供給装置 1 1 は

、本発明における冷却ガス供給装置として使用 し、乾燥装置としても機能さ

せることができる。なお、ガス供給装置 1 1 を乾燥装置として機能させる場



合には、熱交換器 1 8 c による雰囲気形成 ガスの冷却は、必ず しも必要では

ない。

なお、本実施形態の多室型熱処理装置 S 1 では、 ガス供給装置 1 1 は、へ

ッダ管 1 7 と接続 されてお り、ヘ ッダ管 1 7 及び ノズル 1 6 を通 じて冷却ガ

スとなる雰囲気形成 ガスを冷却室 3 内に送風する。

[0039] また、冷却室 3 の内部 には、図 2 に示すように、 トレ一 T ごと被処理物 X

を載置可能な載置台 2 2 が設置され、冷却室 3 の下方には載置台 2 2 を昇降

可能な昇降装置 2 3 が設置されている。

昇降装置 2 3 は、上述 した上蓋 6 が開放 されている場合に、中間搬送室 1

と冷却室 3 との間で被処理物 X の受渡 しを行 う。 また、昇降装置 2 3 は、載

置台 2 2 を中間搬送室 1 の中央室 1 a 内部 まで上昇可能である。

[0040] なお、本実施形態の多室型熱処理装置 S 1 では、冷却室 3 において液体 （

冷却液）を扱 うため、前記液体が最も供給及び排出 しやすい下方に冷却室 3

が配置されている。図 2 に示すように、冷却室 3 の上方に中間搬送室 1 が接

続 され、中間搬送室 1 の上方に加熱室 2 が接続 されている。被処理物 X の受

渡 しは、冷却室 3 と中間搬送室 1 との間及び加熱室 2 と中間搬送室 1 との間

において昇降装置 9 および 2 3 を用いて行われる。

すなわち、本実施形態の多室型熱処理装置 S 1 では、接続 される処理室 （

中間搬送室 1 、加熱室 2 及び冷却室 3 ) 同士が高さ方向に配置され、被処理

物 X の受渡 しは、接続 された処理室間で昇降装置 9 および 2 3 によって行わ

れる。

[0041 ] 次 に、本実施形態の多室型熱処理装置 S における焼入れ動作の一例 につ

いて説明する。なお、本実施形態の多室型熱処理装置 S は、不図示の制御

装置を備えてお り、以下の動作は、主 と して制御装置が主体 となって行 う。

[0042] まず、中間搬送室 1 の中央室 1 a の側壁 1 a に設けられた搬出入扉 4 を

開放する。中間搬送室 1 の中央室 1 a に、 トレ一 T に載置された被処理物 X

が搬入される。搬出入扉 4 が閉鎖 された後、中間搬送室 1 は、中間搬送室用

真空ポンプ 1 2 によって真空引きされる。その結果、雰囲気形成 ガスが、 ガ



ス供給装置 1 1 によって中間搬送室 1 内に供給される。

[0043] 中間搬送室 1 内の雰囲気形成が完了すると、被処理物X は、予め定められ

た加熱室 2 に搬送される。

例えば、中央室 1 a の側壁 1 a に取り付けられた加熱用昇降室 1 b に接

続された加熱室 2 まで被処理物X が搬送される場合には、被処理物X は、側

壁 1 a 6 に取り付けられたプッシュ装置 5 を用いて被処理物X を トレ一T ご

と押 し出して加熱用昇降室 1 b まで搬送される。

加熱用昇降室 1 b では、被処理物X が搬入されるまえに、昇降装置 9 によ

つて、加熱室 2 内の載置台 1 0 が下降されて待機されている。プッシュ装置

5 によって押 し出された被処理物X は、載置台 1 0 上に配置される。

その後、載置台 1 0 上の被処理物X は、昇降装置 9 によって上昇されるこ

とによって加熱室 2 まで搬送される。

[0044] 加熱室 2 は、予め加熱室用真空ポンプ 1 5 によって真空引きされると共に

、ガス供給装置 1 4 によって雰囲気形成ガスが供給されている。昇降装置 9

によって被処理物X が加熱室 2 に搬入されると、被処理物X は、 ヒータ 1 3

によって加熱処理される。

なお、一方の加熱室 2 において被処理物X の加熱処理が行われている間は

、他方の加熱室 2 は密閉されている。 したがって、他方の加熱室 2 が空いて

いる場合には、一方の加熱室 2 において被処理物X を加熱処理 している間に

、他方の加熱室 2 に他の被処理物X を搬入できる。

[0045] 加熱室 2 における加熱処理が完了すると、加熱室 2 に収容された被処理物

X は、昇降装置 9 によって再び中間搬送室 1 の加熱用昇降室 1 b まで下降さ

れる。加熱用昇降室 1 b まで下降された被処理物X は、 トレ一T ごとプッシ

ュ装置 5 によって中央室 1 a の中央まで搬送される。

[0046] 中間搬送室 1 では、加熱室 2 から被処理物X を受け渡されるまえに、上蓋

6 が上蓋昇降装置 7 によって上昇されている。さらに、開いた開口に昇降装

置 2 3 により上昇された載置台 2 2 が配置されている。

したがって、加熱用昇降室 1 b まで下降された被処理物X は、中央室 1 a



の中央まで搬送されることによって、載置台 2 2 上に搬送される。

[0047] 載置台 2 2 上まで被処理物X が搬送されると、昇降装置 2 3 によって載置

台 2 2 が下降され、被処理物X が冷却室 3 内に搬送され、さらに上蓋 6 が閉

鎖される。

冷却室 3 は、予め冷却室用真空ポンプ2 0 によって真空引きされると共に

ガス供給装置 1 1 から雰囲気形成ガスが供給されている。昇降装置 2 3 によ

つて被処理物X が冷却室 3 に搬入されると、被処理物X の冷却処理が行われ

る。

[0048] 具体的には、冷却液回収供給装置 1 8 によってヘッダ管 1 7 に冷却液が供

給され、この冷却液がノズル 1 6 から冷却室 3 内に嘖霧されることによって

、冷却室 3 内にミス トが充填された状態となる。冷却室 3 内に充填されたミ

ス 卜が被処理物X に付着 し、ミス トの潜熱により被処理物X が冷却される。

なお、一方の冷却室 3 において被処理物X の冷却処理が行われている間は

、他方の冷却室 3 は密閉されている。 したがって、冷却室 3 において被処理

物X を冷却処理 している間に、空いている加熱室 2 に他の被処理物X を搬入

できる。

[0049] また、ミス トによる冷却に加えて、あるいはミス トによる冷却に換えて、

冷却ガスを被処理物X に吹き付けることによって被処理物X を冷却するガス

冷却を行っても良い。

この場合には、ガス供給装置 1 1 から雰囲気形成ガスを冷却室 3 内に供給

し、冷却ファン2 を駆動すると共に熱交換器 （熱交換器 1 8 c とは異なる

熱交換器であり、図4 に図示せず）によって雰囲気形成ガスを冷却すること

によって、ヘッダ管 1 7 及びノズル 1 6 を介 して被処理物X に冷却ガスを吹

き付けて冷却を行う。

[0050] 本実施形態の多室型熱処理装置 S 1 では、冷却室 3 において被処理物X の

冷却が完了すると、冷却室 3 を大気圧に開放 した後、熱風供給装置 1 9 によ

つて熱風を冷却室 3 内に供給することによって、冷却室 3 を乾燥する。

また、熱風供給装置 1 9 からの熱風は、最も乾燥 し難いヘッダ管 1 7 及び



ノズル 1 6 を通過 して冷却室 3 内に供給 される。 したがって、冷却室 3 内の

冷却液は確実に蒸発 し、冷却室 3 内の乾燥は確実に行われる。

[0051 ] なお、熱風供給装置 1 9 による冷却室 3 の乾燥処理 に加え、あるいは前記

乾燥処理 に換えて、 ガス供給装置 1 1 か らヘ ッダ管 1 7 及び ノズル 1 6 を通

じて雰囲気形成 ガス （被処理物 X の冷却に使用可能な冷却ガス）を冷却室 3

内に送風することによって冷却室 3 の乾燥 を行 っても良い。

[0052] 前述 した冷却室 3 の乾燥が行われた後、冷却処理が完了 した被処理物 X は

、上蓋 6 が上蓋昇降装置 7 によって上昇されると共に昇降装置 2 3 によって

載置台 2 2 が中間搬送室 1 内に上昇されることによって、中間搬送室 1 に搬

送される。

その後、搬出入扉 4 か ら加熱処理及び冷却処理が完了 し、焼入れ処理が完

了 した被処理物 X が、本実施形態の多室型熱処理装置 S の外部 に搬出され

る。

[0053] 上記の本実施形態の多室型熱処理装置 S によれば、冷却室 3 の乾燥は、

冷却室 3 か ら中間搬送室 1 に被処理物 X を受渡す前 に行われる。 したがって

、本実施形態の多室型熱処理装置 S 1 によれば、冷却室 3 か ら中間搬送室 1

に被処理物 X を受渡す前 に、冷却室 3 内に残存する冷却液 （ミス ト及び前記

ミス トが凝集 した液体を含む）が蒸発 し、前記冷却液が中間搬送室 1 に流入

することを防止できる。

したがって、本実施形態の多室型熱処理装置 S 1 によれば、冷却室 3 以外

の他の処理室 （中間搬送室 1 及び加熱室 2 ) が冷却液で汚染されることを防

止できる。

[0054] また、本実施形態の多室型熱処理装置 S においては、熱風供給装置 1 9

が本発明の乾燥装置 と して機能する構成、すなわち本発明の乾燥装置が熱風

供給装置 1 9 を備える構成 を採用 している。

上記の構成 を採用する本実施形態の多室型熱処理装置 S によれば、冷却

室 3 内は、熱風 に晒されることによって、乾燥 される。 したがって、冷却室

3 の隅々まで乾燥 させることができ、 より確実に冷却室 3 の乾燥 を行 うこと



ができる。

[0055] なお、冷却室 3 で冷却された被処理物X は、いわゆる焼入れ処理が完了し

た状態となっている。この焼入れ処理によって被処理物X に形成される組織

(マルテンサイ ト）は不安定な組織である。このため、焼入れ処理が完了し

た被処理物X を常温で放置すると、焼き割れ等を起こす場合がある。 したが

つて、通常、焼入れ処理が完了した被処理物X に対 して、その後、再び低温

で加熱される焼戻 し処理を別装置にて行う必要がある。

一方、本実施形態の多室型熱処理装置 S は、熱風供給装置 1 9 を備えて

おり、冷却室 3 における被処理物X の冷却の後、冷却室 3 に熱風を供給する

ことによって冷却室 3 内の乾燥を行っている。この間、冷却室 3 に載置され

た被処理物X は、熱風に晒される。被処理物X が熱風供給装置 1 9 から供給

される熱風に晒されることによって、実質的に被処理物X が加熱され上記焼

戻 し処理が行われる。本実施形態の多室型熱処理装置 S 1 においては、熱風

供給装置 1 9 が被処理物X の焼戻 し処理にも使用可能とされている。すなわ

ち、被処理物X に対する焼入れ処理と合わせて焼戻 し処理を同一装置に行う

ことが可能である。

[0056] また、本実施形態の多室型熱処理装置 S 1 においては、ガス供給装置 1 1

(冷却ガス供給装置）が本発明の乾燥装置として機能する構成、すなわち本

発明の乾燥装置がガス供給装置 1 1 を備える構成を採用 している。

上記の構成を採用する本実施形態の多室型熱処理装置 S によれば、被処

理物X のガス冷却を行うことを可能とし、さらに、冷却室 3 の乾燥を行うこ

とが可能となる。

[0057] また、本実施形態の多室型熱処理装置 S においては、熱風供給装置 1 9

からの熱風及びガス供給装置 1 1 からの雰囲気形成ガスが、ヘッダ管 1 7 及

びノズル 1 6 を通 じて冷却室 3 内に送風されるという構成を採用 している。

したがって、ヘッダ管 1 7 及びノズル 1 6 の内部が熱風あるいは雰囲気形

成ガスに晒され、冷却液が蒸発 し難いヘッダ管 1 7 及びノズル 1 6 の内部ま

で確実に乾燥させることができる。



[0058] また、本実施形態の多室型熱処理装置 S 1 では、加熱室 2 を備える構成を

採用 している。 したがって、本実施形態の多室型熱処理装置 S 1 のみで被処

理物 X の焼入れ処理を完了ができる。

なお、本発明の多室型熱処理装置は、必ず しも加熱室 2 を備える必要はな

し、。例えば、加熱室 2 に換えて、図 5 に示す被処理物 X をプラズマ処理する

プラズマ処理室 3 0 を備えてもよい。

[0059] 図 5 は、 プラズマ処理室 3 0 の断面図である。 プラズマ処理室 3 0 は、加

熱室 2 と同様に円筒形に形状設定され、少な くとも内壁 3 が金属材によつ

て形成されている。

被処理物 X をプラズマ処理する場合には、被処理物 X は、金属製の導電性

トレ一 T a に載置されて搬送される。 プラズマ処理室 3 0 の内部には、導電

性 トレ一 T a と導通する電極 3 2 を備えられている。

[0060] 電極 3 2 は、図 5 に示すように、 プラズマ処理室 3 0 の内部に固定配置さ

れ、 ブラズマ処理室 3 0 に被処理物 X が運び込まれた際に、被処理物 X が載

置された導電性 トレ一 T a と当接する位置に配置されている。

[0061 ] 上記のプラズマ処理室 3 0 を備える多室型熱処理装置によれば、導電性 卜

レ一 T a と電極 3 2 とは、昇降装置 9 によって被処理物 X を上昇させてブラ

ズマ処理室 3 0 に収容が完了 した時点で導通する。すなわち、導電性 トレ一

T a と電極 3 2 との導通を確保する動作を別途行 うことな く、導電性 トレ一

T a と電極 3 2 とを容易に導通することができる。

[0062] 例 えば、内壁 3 1 を接地 してベース電位 とし、電極 3 2 を介 して被処理物

X に負電圧を印加することで、内壁 3 と被処理物 X との間でプラズマが発

生 し、被処理物 X がプラズマ処理される。

[0063] 本発明の多室型熱処理装置では、加熱室 2 に加えて、あるいは加熱室 2 に

換えて、 プラズマ処理室 3 0 を設置 しても良い。 プラズマ処理室 3 0 を備え

る場合には、導電性 トレ一 T a と電極 3 2 とを容易に導通することができ、

被処理物 X のプラズマ処理を容易に行 うことが可能 となる。

[0064] 本実施形態の多室型熱処理装置 S の説明に戻る。本実施形態の多室型熱



処理装置 S では、加熱室 2 と冷却室 3 との間に中間搬送室 1 を備える構成

を採用 している。

上記の構成を採用する本実施形態の多室型熱処理装置 S によれば、万が

一冷却室 3 から冷却液が流出した場合であっても、中間搬送室 1 が緩衝領域

となり、冷却液が加熱室 2 まで到達することを防ぐことができる。 したがつ

て、本実施形態の多室型熱処理装置 S 1 によれば、被処理物X に対する加熱

処理を安定 して行うことが可能となる。

[0065] また、本実施形態の多室型熱処理装置 S によれば、接続される処理室 （

中間搬送室 1、加熱室 2 及び冷却室 3 ) 同士が高さ方向に配置され、接続さ

れた処理室間で被処理物X の受渡 しが昇降装置 9 および 2 2 によって行われ

る。

本実施形態の多室型熱処理装置 S は、平面視形状がコンパク 卜になるの

で、小さい設置面積に設置できる。また、被処理物X を下方から支えながら

垂直搬送する機会が増えるので、被処理物X を安定 して搬送できる。

[0066] 以上、図面を参照 しながら本発明の好適な実施形態について説明 したが、

本発明は上記実施形態に限定されるものではない。上述 した実施形態におい

て示 した各構成部材の諸形状や組み合わせ等は一例であって、本発明の主旨

から逸脱 しない範囲において設計要求等に基づき種々変更可能である。

[0067] 例えば、上記実施形態においては、冷却室 3 以外の他の処理室として、中

間搬送室 1及び加熱室 2 を備える構成について説明 した。

しか しながら、本発明はこれに限定されるものではなく、例えば、処理室

として冷却室と加熱室とのみを備える多室型熱処理装置、処理室として冷却

室と搬送室とのみを備える多室型熱処理装置、処理室として冷却室とプラズ

マ処理室とのみを備える多室型熱処理装置に適用 してもよい。

[0068] また、上記実施形態においては、冷却室 3 においてミス トの潜熱によって

被処理物X を冷却する構成について説明 した。

しか しながら、本発明はこれに限定されるものではなく、ミス 卜よりも粒

径の大きな液体粒子の潜熱によつて被処理物X を冷却する多室型熱処理装置



に適用してもよい。

[0069] また、上記実施形態においては、冷却室 3 にミス トを充填する構成につい

て説明した。

しかしながら、本発明はこれに限定されるものではなく、冷却室 3 内の被

処理物 X に対 してミス トを吹き付けて被処理物 X を冷却する構成を採用して

もよい。

[0070] また、上記実施形態においては、熱風供給装置 1 9 とガス供給装置 1 1 と

の両方を備え、熱風供給装置 1 9 とガス供給装置 1 1 とのいずれであっても

冷却室 3 の乾燥を行える構成について説明した。

しかしながら、本発明はこれに限定されるものではなく、例えば熱風供給

装置 1 9 のみを備える構成を採用してもよい。

[0071 ] また、上記実施形態においては、接続される処理室 （中間搬送室 1、加熱

室 2 及び冷却室 3 ) 同士が高さ方向に配置され、接続された処理室間で被処

理物 X の受渡 しが昇降装置 9 および 2 3 によって行われる構成について説明

した。

しかしながら、本発明はこれに限定されるものではなく、接続される処理

室同士を水平に配置 し、接続された処理室間における被処理物 X の受渡 しを

水平搬送によって行っても良い。

[0072] また、上記実施形態においては、中間搬送室 1 において被処理物 X を出し

入れする構成を採用した。

しかしながら、本発明はこれに限定されるものではなく、例えば、冷却室

3 において被処理物 X を出し入れする構成や、冷却室 3 において被処理物 X

の取り出しのみを行う構成を採用してもよい。

産業上の利用可能性

[0073] 本発明によれば、乾燥装置によって冷却室の乾燥が行われる。 したがって

、冷却室と他の処理室の間における被処理物の受渡 しに先立って冷却室の乾

燥を行うことによって、冷却室内に残存する冷却液 （液体粒子及び前記液体

粒子が凝集 した液体を含む）が蒸発 し、前記冷却液が他の処理室に流入する



ことを防止で きる。 したが って、本発明によれば、多室型熱処理装置 におい

て、冷却室以外の他の処理室が冷却液で汚染 されることを防止することが可

能 となる。

符号の説明

S 多室型熱処理装置、 1 中間搬送室 （処理室）、 1 a 中央

室、 1 a 1 ~ 1 a 8 側壁、 1 b 加熱用昇降室、 2 加熱室 （処理

室，熱処理室）、 3 冷却室 （処理室，熱処理室）、 4 搬 出入扉、 5

プッシュ装置、 6 上 蓋、 7 上 蓋昇降装置、 8 載置台、 9

昇降装置、 1 0 載置台、 1 1 ガス供給装置 （乾燥装置）、 1 2

中間搬送室用真空ポ ンプ、 1 3 ヒータ、 1 4 ガス供給装置、 1 5

加熱室用真空ポ ンプ、 1 6 ノズル、 1 7 ヘ ッダ管、 1 8 冷

却液回収供給装置、 1 8 a 冷却液 タンク、 1 8 b 冷却液ポ ンプ、 1

8 c 熱交換器、 1 9 熱風供給装置 （乾燥装置）、 2 0 冷却室用

真空ポ ンプ、 2 1 冷却 フ ァ ン、 2 2 載置台、 2 3 昇降装置、 3

0 プラズマ処理室、 3 1 内壁、 3 2 電極、 T トレ一、 T a

導電性 トレ一、 X 被処理物



請求の範囲

熱処理室 を含む複数の処理室 を備 える多室型熱処理装置であ って、

液体粒子の潜熱 によ り被処理物の冷却 を行 う前記熱処理室である冷

却室 と、

前記冷却室 と異なる他の処理室 と、

前記冷却室の乾燥 を行 う乾燥装置 と

を備 える多室型熱処理装置。

前記乾燥装置は、前記冷却室内に熱風 を供給する熱風供給装置 を備

える請求項 1 に記載の多室型熱処理装置。

前記乾燥装置は、前記被処理物の冷却 に使用可能な冷却 ガスを前記

冷却室内に送風 して乾燥 を行 う冷却 ガス供給装置 を備 える請求項 1 ま

たは 2 に記載の多室型熱処理装置。

前記冷却室内に前記液体粒子を嘖霧する ノズル と、前記 ノズル に液

体粒子 となる冷却液 を案内するヘ ッダ管 とを備 え、

前記冷却 ガス供給装置は、前記 ノズル及び前記へ ッダ管 を通 じて、

前記冷却 ガスを前記冷却室内に送風する

請求項 3 に記載の多室型熱処理装置。

前記冷却室 と異なる他の処理室 と して、前記被処理物の加熱処理 を

行 う加熱室 を備 える請求項 1 ~ 4 のいずれか一項 に記載の多室型熱処

理装置。

前記冷却室 と異なる他の処理室 と して、前記加熱室 と前記冷却室 と

の間に配置 される中間搬送室 を備 える請求項 5 に記載の多室型熱処理

装置。

前記冷却室 と異なる他の処理室 と して、前記被処理物 に対するブラ

ズマ処理 を行 うプラズマ処理室 を備 える請求項 1 ~ 6 のいずれか一項

に記載の多室型熱処理装置。

前記 プラズマ処理室の内部 に固定配置 されると共 に前記 プラズマ処

理室の内部 に前記被処理物が運び込 まれた際に前記被処理物が載置 さ



れる導電性 卜レー と当接する電極 を備 える請求項 7 に記載の多室型熱

処理装置。

[ 請求項 9 ] 接続 される前記処理室同士が高さ方向に配置 され、

接続 された前記処理室間で前記被処理物の受渡 しを行 う昇降装置 を

備 える

請求項 1 ~ 8 のいずれか一項 に記載の多室型熱処理装置。

[ 請求項 10 ] 前記熱風供給装置は、前記被処理物が載置 された前記冷却室内に熱

風 を供給することで行 う焼戻 し処理 に使用可能である請求項 2 に記載

の多室型熱処理装置。
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